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多摩大学　　教授　　松谷　泰行
　ここに掲載する増澤洋一著「日本企業に最適な業務マニュアル作成技法の開発」は、著者の同名の
博士論文の概要である。本論文の成果と意義について紹介させていただきたい。
１．本論文が意図するもの
　本論文は、日米の業務マニュアルを比較検討し、国際化が一層進む中での日本の業務マニュアルの
在り方を論じ、日本企業に適したマニュアル作成方法を提案したものである。
　米国では、仕事の内容と手順を明確に記した業務マニュアルが整備され、それに基づき仕事がなさ
れていると言われている。これに対しわが国では、業務マニュアルがないか、あったとしても心構え
が中心で、仕事の手順を明確に記したものは少なく、それに頼って仕事をすることはほとんどないと
言われている。
　マニュアルに基づき仕事をする風土と、そうでない風土のどちらが良いかという議論もあるが、国
際化・情報化の流れの中で業務マニュアル整備の必要性は確実に増大している。例えば、ISO9000の
ような国際標準の認定に当たっては、業務マニュアルの整備が必須であり、ERP（Enterprise Resource
Planning）の中には、導入の第１ステップで、業務マニュアルを使ったシステム分析を想定している
ものもある。
　このような状況にもかかわらず、わが国で業務マニュアルを作成することは容易なことではない。
ないものを作る苦労に加え、米国のマニュアル並に仕事の手順を明確に記述することが難しく、その
悩みを解消するための手法や教育も整備されているとは言い難い。
　本論文はこの事態を憂慮し、日本企業においても国際標準の認定にたえうる業務マニュアルを容易
に作れるよう、作成手法の開発を試みたものである。
２．本論文の成果と問題点
　本論文の良さは、以下に示す他にあまり例を見ないユニークさにある。
　まず第１に、業務マニュアルの作成という実務的に問題視されてきたテーマに対し、本格的に取り
組んだ数少ない論文の１つで、研究成果そのものも極めて実用性が高い。
　第２に、異なる専門分野にまたがる学際的な研究がなされていることである。すなわち
(1)　まずオフィスマネージメントの観点より、日米業務マニュアルを比較分析し、今後日本企業が
国際化の趨勢の中で必要とする業務マニュアルの性格を規定し
(2)　ERP導入にあたりマニュアルの整備が求められ、ERD（Entity Relationship Diagram）やDFD
（Data Flow Diagram）を使ってシステム分析を行った経験から、これら図式分析技法を調査し、
技法の創始者が、英文（業務マニュアル）からこれらを記述することを目指していたことを明
らかにし
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(3)　その上で言語理論の観点から、日本語・英語とERD・DFD（著者は前者を自然言語、後者をシ
ステム言語と呼んでいる）に共通する言語構造として、言語の表層構造・深層構造の概念と
Fillmoreの格文法理論に着目し、これを使って問題の解決を図っている。具体的には日本語で
マニュアルを書くのではなく、ERD・DFDを書いてそれをマニュアルに自動翻訳することを提
案している。
　第３に、上記自動翻訳を行うためにSMADと呼ぶソフトウェアを開発し、システム言語から自然言
語（日本語・英語）とその逆という相互自動生成を試みているが、自然言語からDFD・ERDを生成す
る試みは始めてのものである。
　更に本論文の成果として次の諸点をつけ加えておきたい。
　第１は、従来見落としていた、あるいは感覚的に論じられるに過ぎなかったことを文献により立証
したことで、次の３つがあげられる。
(1)　日米マニュアルの内容・性格面について、従来の議論としては、米国にはマニュアルがあるが
日本にはないという議論が多かったのではないかと思われる。これに対し、本論文では日本で
「マニュアルと呼ばれているもの」を取り上げ、その内容が米国式マニュアルと違うことを例示
している。内容の違いはある意味で文化・風土の違いである。この違いを興味深く受け取る人
も少なくないのではなかろうか。
(2)　米国では業務マニュアルがシステム分析の主材料であるという指摘である。わが国ではインタ
ビューが主でマニュアルは従である。ともすればこの感覚で米国のシステム分析を眺めがちで
あるが、その視点を修正してゆかなければならない。
(3)　最後に、DFD・ERDが英文そのものであり、それらが自然言語（マニュアル）からの作成を意
図していたという指摘である。我々はともすれば自分の感覚だけでものごとを理解しようとす
る。それぞれの手法にはその国の言語・文化が反映することを示した好例ではないかと受け止
めている。
　第２は、具体的な解決手段として提示された自然言語・システム言語の相互自動生成の発展性であ
る。この手法はシステム分析技法と言語理論により理論的な裏付けが十分になされている。本論文で
は自然言語として英語・日本語を対象に考察されているが、ここで使われた理論・手法を適用するこ
とによって、１つのマニュアルから他言語マニュアルへの翻訳への展開も十分可能ではないかと思わ
れる。この発展可能性は大きな成果である。
　このように優れた論文ではあるが問題点も幾つか散見できる。例えば、マニュアル作成手法として
本論文に提示されたものがベストな方法かどうか、に関する考察が十分なされていないとか、本論文
でも述べているが、作成手法の核となるソフトウェアSMADに改善すべき点が幾つか存在しているこ
となどである。
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３．本論文の意義
　以上のような問題点を残すとはいえ、本論文はシステム分析技法などの図式手法、あるいはもっと
一般的に外国で開発された手法を導入するに当たっては、
(1)　図式表現であっても文法を持つ１つの文であり、その国の言葉を表現するものとして捉え
(2)　その手法により表現される言語体系・文脈を解明し
(3)　解明された言語体系の言語理論でいう深層構造による表現と、それに適した文法理論を探求し
(4)　探求された文法理論を適用した日本語表現の確立
が肝要であることを主張したものとも受け取られ、その意義は極めて大きい。
４．本論文が惹起する幾つかの話題
　最後に本論文の目的から離れたところで興味ある話題が存在するように思われる。その幾つかにつ
いて私の感じたことを思いつくままに紹介したい。この中にはすでにして優れた研究がなされている
ものもあるかと思われる。それらについてはご教示をお願いするとともに、今後の研究課題の一助と
もなれば幸いである。
(1)　冒頭にも述べたが、「マニュアルに基づき仕事をする風土と、そうでない風土のどちらが良い
か」という議論である。逆に言えば、わが国は業務マニュアルがなくても立派に仕事をしてき
た。これを可能とした仕組は何であろうか？　あるいはこのような仕事振りの長所・短所はど
こにあるのだろうか？
(2)　上記に関連するが、本論文では日米比較に重点がおかれてきた。国際標準の多くが米国標準に
準拠してゆく趨勢からこの選択は正しいと思う。多国籍移民より成り立つ米国においてマニュ
アルがなければならないという理由も納得できる。ではそうでない国、ヨーロッパ諸国などは
どうなっているのだろうか？　言い換えるとマニュアルを必要とする条件、あるいは必要とし
ない条件は何であろうか？
(3)　作業手順に主体をおく米国式マニュアルと心構えに主体をおく日本式マニュアル（この実例は
極めて興味深い）とは、経営思想・風土の違いをある意味で表していると思われる。これらは
どう整理すればよいのだろう？
(4)　米国のマニュアルを見ていると、米国の企業では「マニュアルに基づき仕事をする世界」と「そ
うでない世界」が厳然と別れているように見える。もしこの仮説が正しければ、米国の企業活
動が理解しやすくなるように思う。例えば、ERPが対象とする世界は「マニュアルに基づき仕
事をする世界」である。米国と日本におけるERP普及度の違いはこれが一因のように思われる。
(5)　本論文で述べられているが、米国では文章規範がビジネス文書と美文との２本立て。わが国の
文章規範とはどうも違いがあるようだ。学生の文章力低下を見るにつけ、米国式のビジネス文
書教育を研究し大学で取り入れる必要があるのではなかろうか。
(6)　本研究は学際的な研究であったが故に多くのことを勉強させていただいた。ある専門分野から
みると当り前のことが、他の分野からみると極めて大きな示唆を持つことが実感できた。外国
の手法・システムはその国の文化・風土が大きく関係する。やりかたとして難しい問題がある
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が学際的な取り組みは重要な課題であろう。
(7)　わが国は古来から外国の文化・システムの移入に積極的であり、しかもそれを日本的な形で消
化してわが国の文化・システムとしてきた。日本化するにはそれなりの時間が必要だが、これ
まではそれだけの余裕があった。しかし現在では、例えば外国企業との取引で、待ったなしに
相手のシステムを受け入れねばならない事態も予想される。このような状況の変化をどう受け
止め対応してゆけばよいだろうか？　大学の研究者としてもなおざりに出来ない問題だと思わ
れる。
　なお本論文は５章より成り、第１章に研究の動機と概要が記されている。ここに掲載するのは、こ
の第１章にわずかな手直しをしたものであることを付記しておく。
